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◼提案募集結果報告後のDECT方式及び高度化DECT方式を取り巻く状況

DECT方式の現状

– 電気通信回線への接続の有無やコンテンツを問わず、
多岐に渡るアプリケーションで利用が進んでいる

– エンタープライズ向けをはじめ多数端末接続や低遅延・
高信頼性が求められる分野での利活用が期待されてい
る

– この期待に応えるべく、 DECT方式の拡張となるDECT-
2020NR方式が世界初の非セルラー5G技術標準として、
2022年(R4)2月にITU-RのIMT-2020(5G)勧告に加えら
れた

– 2022年内に欧州標準規格の承認手順を経て対応製

品の技適等の受付が開始される予定で、製品導入は
2023年以降の見込み

（デジタルコードレス電話作業班資料作3-10：2019年(R1) ）

ITU-R Rec. M.2150-1 
(2022.2.23改定)
Annex 4に追記

https://www.itu.int/rec/R-REC-M.2150-1-202202-I/en





◼電波利用状況調査結果から見る普及実績
– 2022年(R4)5月公表の「令和3年度電波の利用状況調査の調査結果」
によると、DECT方式の単年度出荷台数は500万台～1000万台で推移
しており、出荷累計は2020年(R2)の段階で約6170万局であって、この数
は0ABJ型IP電話を含む固定電話加入契約数の約5300万(R3情報通信
白書)を超え、一般世帯数(R2国勢調査)及び民間事業所数(R1経済コ
ンサス基礎調査)の合計数6210万に匹敵し、さらに成長が続いていること
を示している

– 固定電話の世帯普及率は68.1%(R3情報通信白書)であり、その全てが
コードレス電話付きであったとしても約3800万台と推測されるため、公衆

電気通信回線に接続されない自営無線通信設備が増加しているものと
推察される

我が国におけるDECT方式の普及状況
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出典：総務省電波利用状況調査(H25年度公表以降まとめ)

– 2010年(H22)の制度導入から2021年(R3)までに約900機種が認定

– 当初は家庭用及び事業所用コードレス電話だけであったが、近年は電気
通信回線に接続しないで利用する機器(ワイヤレスドアホン、ワイヤレスマ
イク、インカムシステム、ワイヤレススピーカー/ヘッドホン、ホームネットワーク
等)が増加傾向にあり、認定機器数では等分している状況

– 電気通信回線に接続せずに利用する機器種別を分類すると、直近2年
の認定数では、ワイヤレスドアホンとワイヤレスマイクで90%程度を占める

◼技術基準適合証明等を受けた機器の検索で見る普及状況

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2



◼ワイヤレスマイクの出荷台数と需要見込み

– ワイヤレスマイク世界市場予測では複数の調査会社がアフターコロナで2030年まで年
平均成長率5%強を見込んでおり、国内も同様と予測

– アナログ方式のワイヤレスマイクは、携帯電話からの干渉リスクや同時運用数の少なさ
からの混信問題、さらには旧スプリアス基準対象機器の使用期限問題から、デジタル
方式への移行が進むとみられ、中でもDECT方式の2022-30CAGRは11.4%との予測

– 需要をけん引するのは成長率の高いWEB会議システム等の設備音響市場とみられる

DECT方式の今後の需要見込み

◼DECT方式の需要見込み

– 導入当時のコードレス電話出荷台数は年間300万台程度であり、製品平均寿命12年での買い替えとしてコードレス電話の市場規
模は3600万台と推定し、携帯電話の普及に伴う固定電話回線契約数減とコードレス電話以外への導入増を考慮して、世帯数を
上限とした普及を想定しており、最大普及台数は約5000万台程度を見込んで共用検討を実施した

– 当初予測の最大普及台数は2018年(H30)の累積出荷台数で超えており、現在までの推移及び製品寿命等を勘案すると現行アプリ
ケーションでの最大普及状態は2025年頃に9000万台程度が見込まれる
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◼テレビドアホンの出荷台数と需要見込み

– テレビドアホン市場(モニター台数)は、住宅着工件数の減少はあるものの、買替需要
に支えられて市場規模は拡大する(上限は全住宅ストック数＝約6300万戸)

– 新型コロナ直前の2019年度において、テレビドアホン(モニター)出荷は約270万台/年で、
2022-27の年平均成長率(CAGR)は2.7%と予測

– うち、戸建住宅向けは約200万台/年で、約70万台(35%)がワイヤレスタイプ(2022-
27CAGRは2.2%と予測)だが集合住宅向けにはワイヤレスタイプの導入が進んでいない

出典：インターホン工業会用途別生産統計よりDECT-F推計

出典：調査会社データよりDECT-F推計











需要増に伴う増波・高度化の必要性

◼需要増に伴う増波・高度化の必要性

– DECT方式のコードレス電話の無線局は、導入時の普及予測を大幅に上回る台数が出荷されており、当初予測の2倍
程度の普及台数を見込む必要が出てきた

– 理由は電気通信回線に接続されない機器数が増加しているためであり、認定機器数で言えば等分している状況

– 電気通信回線に接続されない機器の代表例はテレビドアホンとワイヤレスマイクであり、どちらも市場拡大に余力がある
が、現行の周波数割当ではチャネル不足による接続品質問題が発生するリスクを抱えており、ニーズに応えられない

– 新たにローカルエリアのIoT機器への導入を目指す高度化DECT(DECT-2020NR)方式が、ITU-RのIMT-2020(5G)勧告
(M.2150-1)に追加され、今後世界中への導入が期待されている状況（ただし、EUにおける各国の承認及びデバイスの
登場は早くても2022年末で、最初の製品が供給されるのは2023年以降の模様）
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◼今回の作業班における見直し案
– 高度化DECT方式は導入が期待されるが、以下の理由により今回は制度化を見送り、公衆PHS周波数跡地の利用に
ついては、要望の多いDECT方式の周波数割当拡張による周波数有効利用施策を提案したい

• デバイスの開発が遅れており、実特性を踏まえての他システムと共用可能な技術的条件を設定するには情報が不十分であること

• 導入が期待される分野(特に産業用IoT)においては競合技術との性能比較が必須であるが、未だ評価ができていないこと

• 海外動向も含め、高度化DECT方式の需要予測については、もう少し時間をかけて見極める必要があること

– 海外周波数協調により、海外で実績のあるエンタープライズ向けDECTシステムへの転換など、今後のデジタルコードレス
電話全体の利用状況や海外での高度化DECT普及状況等を踏まえ、高度化DECTの制度化は将来検討事項とする

ただし、2023年3月末でサービス終了予定の公衆PHSに割り当てられていた周波数を対象に、DECT方式とスペクトル
互換な高度化DECT方式を将来的に導入することも考慮して、DECT方式の周波数拡張を行う





周波数配置案のコンセプトと考え方
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◼周波数配置案のコンセプトと考え方
– DECT方式は現行共用周波数帯(1893.5～1906.1MHz)の下側に拡張し、携帯電話サービスへの干渉を
現行以下とするため、下限は公衆PHS割当周波数(1884.5MHz～1915.7MHz)の下側に合わせる

– 新たに6周波数の割当を追加し合計12周波数の割り当てになるが、現行共用周波数帯への干渉影響を
考慮し、最大利用数は10周波数に制限する

– 現行共用周波数帯では他方式への与干渉量を現行以下とするため、現行を超える数の周波数利用は
行わない（PHS方式の存在を検出できなかった場合は最大6波、検出した場合又は検出能力を備えない
場合は最大4波）

– DECT方式の利用効率を上げることだけを目的とすれば、他方式の割当が無い周波数を割り当てることが
望ましいが、将来的な高度化DECT方式の採用や海外製品の日本導入のしやすさ及び日本製品の海外
展開のしやすさを考慮すると、世界で最も利用地域が多い周波数帯(1880～1900MHz)に割り当てる方が
国際協調の考え含めて総合的に周波数の有効利用につながると思われる

– 先行して公衆PHS帯に割り当てられたTD-LTE方式のF1と周波数を共用することになりTD-LTE方式にとっては
利用効率の低下となるが、F0と同様キャリアセンスで棲み分けることが可能で、利用効率低下分は新たに
共用周波数帯の上側に割当拡張できれば補うことができるとともに、F2割当とバンドルして10MHz帯域幅
での利用も視野に入れることができるため、総合的に周波数の有効利用につながると思われる
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提案のまとめ

◼提案
– DECT方式の周波数を公衆PHS周波数跡地に追加して利用周波数帯を拡張する提案になります

– 将来的なDECT-2020NR方式の導入を視野に入れ、海外DECT製品の迅速な導入を図る意味でも拡張先は国際調和
を考慮して公衆PHS周波数の下側とすることが望ましく、長期的観点で周波数の有効利用につながると考えます

– 周波数帯拡張を検討するにあたっては、現行の共用周波数利用者への配慮を十分に行います

– 公衆PHS保護のため携帯電話システムに規定されていた制限の緩和検討も行います

◼期待される効果
– DECT方式の周波数割当を拡張することで、要望は高いものの現行制度では導入を見送ってきた市場向け(集合住宅
及び福祉・介護現場、教育現場等)に実績ある製品やソリューションを提供し、市場規模を拡大することができます

– 国際協調を考慮した周波数配置により、海外DECT製品の日本導入や日本製品の海外展開が容易になるとともに、
新しいアプリケーションの登場など市場の活性化が期待できます

– DECT方式のオリジナル周波数に拡張していくことから、デバイスやファームウェアは問題無く利用でき、少ない開発投資や
準備期間ですぐに導入が可能なため、公衆PHSサービス終息で利用率が低下しているバンド全体の周波数利用効率
を高めることができます



共用検討方針、検討モデル

◼共用検討方針
– 公衆PHS保護のために設定されていた技術的条件は基本的に削除し、周波数を共用する他のデジタルコードレス電話
及び隣接する携帯電話との共用条件の検討を行います

– 現行共用周波数帯では現行を超える数の周波数利用は行わないことから、デジタルコードレス電話の各方式の利用
効率が劣化することはないため、トラヒック計算による共用検討は省略します

– 現行共用周波数帯外(拡張周波数帯)でデジタルコードレス電話同士の周波数が重複する場合でも、各システムに諸
元の変更は無いため、現行のキャリアセンス条件で棲み分けます

– なお、TD-LTE方式導入時の共用検討(情報通信審議会 情報通信技術分科会(第125回)陸上無線通信委員会
報告(平成29年3月31日))でのトラヒック計算による共用検討の結果、TD-LTE(5MHz帯域幅)方式は現行共用周波数

帯のみの運用で呼損率の品質目標を満足できており、拡張周波数帯での周波数増加は現行共用周波数帯での呼
損率には影響しないため、トラヒック計算による共用検討は省略します

– 拡張周波数帯に新たに配置した周波数から現行共用周波数帯の既存方式に対する干渉影響は、 1対1正対モデル
での干渉検討を行います

– 利用周波数を拡張することから、隣接する携帯電話に対しては従来手法と同様に1対1正対モデルでの干渉検討及び
確率的な評価(モンテカルロシミュレーション)による干渉検討を行います

– 公衆PHS保護のために設定されていた携帯電話の技術的条件は、前記干渉検討によりデジタルコードレス電話保護

のための技術的条件として検討し直します。具体的には拡張したデジタルコードレス電話帯域への不要発射の強度の
許容値の緩和を検討します
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共用検討方針

図に以下の組合せに対しての共用検討方針を示します
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被干渉
与干渉

DECT方式
(共用周波数帯)

TD-LTE方式
(共用周波数帯)

PHS方式(自営)
(共用周波数帯)

DECT方式
(拡張周波数帯)

TD-LTE方式
(拡張周波数帯)

1.7GHz携帯電話 2GHz携帯電話

DECT方式
(共用周波数帯)

トラヒック計算による共用検討は省略する
(共用周波数帯では現行を超える数の周波数利用は行わないことか
ら、各方式の利用効率は現行より劣化しないため)
再確認の必要があれば実施する

公衆PHS保護条件の
削除影響あれば検討

諸元に変更無いため共用検討不要

TD-LTE方式
(共用周波数帯)

現行規定で対応のた
め共用検討不要

諸元に変更無いため共用検討不要

PHS方式(自営)
(共用周波数帯)

現行規定で対応のた
め共用検討不要

現行規定で対応のた
め共用検討不要

諸元に変更無いため共用検討不要

DECT方式
(拡張周波数帯)

正対モデルでの干渉
評価による共用検討
を行う

正対モデルでの干渉
評価による共用検討
を行う

諸元に変更無いため現
行キャリアセンス条件
で棲み分ける

利用周波数を拡張するため従来手法で干渉
検討を行う

TD-LTE方式
(拡張周波数帯)

検討対象外
(XGPFの検討対象）

検討対象外
(XGPFの検討対象）

諸元に変更無いため現
行キャリアセンス条件
で棲み分ける

ガードバンドが縮小されなければ前回報告
書で検討済みのため検討不要

1.7GHz携帯電話

公衆PHS保護条件を緩和して従来手法で干渉検討を行う

検討対象外

2GHz携帯電話 検討対象外
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帯域拡張したDECT方式と1.7GHz/2GHz帯携帯電話との共用検討

◼DECT方式与干渉検討組み合わせ

– DECT方式(Classic)から1.7GHz帯携帯電話(下り)への干渉検討組み合わせ

– DECT方式(Classic)から2GHz帯携帯電話(上り)への干渉検討組み合わせ

被干渉 移動局
(屋外)

移動局
(屋内)

小電力レピータ
(基地局対向器 一体型)

小電力レピータ
(基地局対向器 分離型)

陸上移動中継局
(基地局対向器 屋外型)

陸上移動中継局
(基地局対向器屋内用一体型)

陸上移動中継局
(基地局対向器屋内用分離型)与干渉

DECT親機 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
DECT子機 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

被干渉
基地局 小電力レピータ

(移動局対向器 一体型)

小電力レピータ
(移動局対向器 分離型)

陸上移動中継局
(移動局対向器 屋外型)

陸上移動中継局
(移動局対向器屋内用一体型)

陸上移動中継局
(移動局対向器屋内用分離型)与干渉

DECT親機 ○ ○ ○ ○ ○ ○
DECT子機 ○ ○ ○ ○ ○ ○

DECT方式の帯域拡張

及び設置密度の増加
を考慮して検討する

携帯通信の経路 干渉経路(DECT親機) 干渉経路(DECT子機)
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帯域拡張したDECT方式と1.7GHz/2GHz帯携帯電話との共用検討

◼DECT方式被干渉検討組み合わせ

– 1.7GHz帯携帯電話(下り)からDECT方式(Classic) への干渉検討組み合わせ

– 2GHz帯携帯電話(上り) からDECT方式(Classic)への干渉検討組み合わせ

与干渉
基地局 小電力レピータ

(移動局対向器 一体型)

小電力レピータ
(移動局対向器 分離型)

陸上移動中継局
(移動局対向器 屋外型)

陸上移動中継局
(移動局対向器屋内用一体型)

陸上移動中継局
(移動局対向器屋内用分離型)被干渉

DECT親機 ○ ○ ○ ○ ○ ○
DECT子機 ○ ○ ○ ○ ○ ○

与干渉 移動局
(屋外)

移動局
(屋内)

小電力レピータ
(基地局対向器 一体型)

小電力レピータ
(基地局対向器 分離型)

陸上移動中継局
(基地局対向器 屋外型)

陸上移動中継局
(基地局対向器屋内用一体型)

陸上移動中継局
(基地局対向器屋内用分離型)被干渉

DECT親機 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
DECT子機 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

公衆PHS保護規定の
緩和を考慮し検討する

デジタルコードレス電話
保護規定を検討する

携帯通信の経路 干渉経路(DECT親機) 干渉経路(DECT子機)



付録：周波数共用下でのDECT方式の通信チャネル利用効率

周波数配置毎のDECT方式の通信チャネル利用効率

DECT方式と他方式との共存影響が発生する位置関係
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周波数共用下でのDECT方式の通信チャネル利用効率
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◼周波数共用下での通信チャネル利用効率

– TD-LTE導入時に周波数を共用する各方式が他方式に与える時間軸上及び周波数軸上の影響度を求めた

– 両影響度から、複数方式が共存した場合の通信チャネル利用効率（単独利用時に利用可能な通信チャネル数と
共存時に利用可能な通信チャネル数の比）を求める

引用：情報通信審議会資料125-4-2 陸上無線通信委員会報告(H29.3.31)

※通信チャネル数とは、音声呼交換に必要な無線回線数とする

表 参7-20 時間軸上及び周波数軸上の影響

項目
時間軸上の
影響度

周波数軸上の
影響度

通信チャネル利用効率

DECT方式がPHS方式へ与える影響度 0.66 7.00 21.6% PHS

PHS方式がDECT方式へ与える影響度 2.09 1.17 40.9% DECT

TD-LTE方式(1.4M)がDECT方式へ与える影響度 2.34 1.81 23.6% DECT 

DECT方式がTD-LTE方式(1.4M)へ与える影響度 1.27 2.23 35.3% TD-LTE(1.4MHz)

TD-LTE方式(5M)がDECT方式へ与える影響度 2.34 3.89 11.0% DECT

DECT方式がTD-LTE方式(5M)へ与える影響度 1.27 1.35 58.3% TD-LTE(5MHz)

TD-LTE方式(5M)がTD-LTE方式(1.4M)へ与える影響度 2.00 4.57 10.9% TD-LTE(1.4MHz)

TD-LTE方式(1.4M)がTD-LTE方式(5M)へ与える影響度 2.00 1.28 39.1% TD-LTE(5MHz)

TD-LTE方式がPHS方式へ与える影響度 共存不可 0% PHS



周波数配置毎のDECT方式の通信チャネル利用効率
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a. PHS方式(CCH=ch12,18)と共存

チャネル数 利用効率

4 100.0%

2 0.0% ※検出時利用禁止

4 40.9%

合計 10 合計 55.8% (利用効率)

b. TD-LTE方式(5MHz幅)と共存

チャネル数 利用効率

5 100.0%

5 11.0%

合計 10 合計 55.0% (利用効率)

c. PHS方式(CCH=ch35,37)及びTD-LTE方式(5MHz幅)と共存

チャネル数 利用効率

2 100.0%

3 40.9%

5 11.0%

合計 10 合計 36.7% (利用効率)44

DECT方式＋PHS方式 F1,F5,F6 14

DECT方式＋TD-LTE方式 F9,Fa,F2,F3,F4 6

66

DECTチャネル番号 利用可能通信チャネル数

DECT単独利用 F7,F8 24

DECT単独利用 F7,F8,F1,F5,F6 60

DECT方式＋TD-LTE方式 F9,Fa,F2,F3,F4 6

DECT方式＋PHS方式 F1,F2,F5,F6 19

67

DECTチャネル番号 利用可能通信チャネル数

DECT単独利用 F7,F8,F9,Fa 48

DECT方式＋PHS方式 F3,F4 0

DECTチャネル番号 利用可能通信チャネル数

a. PHS方式(CCH=ch12,18)と共存

チャネル数 利用効率

0 100.0%

2 0.0% ※検出時利用禁止

4 40.9%

合計 6 合計 26.4% (利用効率)

b. TD-LTE方式(5MHz幅)と共存

チャネル数 利用効率

3 100.0%

3 11.0%

合計 6 合計 54.2% (利用効率)

c. PHS方式(CCH=ch35,37)及びTD-LTE方式(5MHz幅)と共存

チャネル数 利用効率

0 100.0%

3 40.9%

3 11.0%

合計 6 合計 23.6% (利用効率)

14

DECT方式＋TD-LTE方式 F2,F3,F4 3

17

39

DECTチャネル番号 利用可能通信チャネル数

0DECT単独利用

DECT方式＋PHS方式 F1,F5,F6

DECTチャネル番号 利用可能通信チャネル数

DECT単独利用 F1,F5,F6 36

DECT方式＋TD-LTE方式 F2,F3,F4 3

0

19

19

DECTチャネル番号

F3,F4

F1,F2,F5,F6

DECT単独利用

DECT方式＋PHS方式

DECT方式＋PHS方式

利用可能通信チャネル数

0

◼現行周波数配置 6波 PHS制御CH検出(ch12,ch18)時は4波に縮退

◼新周波数配置案(ケース1) 10波 自営PHS検出(ch12,ch18)時は8波に縮退
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a. PHS方式(CCH=ch12,18)と共存

チャネル数 利用効率

5 100.0%

4 40.9%

合計 9 合計 73.1% (利用効率)

b. TD-LTE方式(5MHz幅)と共存

チャネル数 利用効率

5 100.0%

4 11.0%

合計 9 合計 60.2% (利用効率)

c. PHS方式(CCH=ch35,37)及びTD-LTE方式(5MHz幅)と共存

チャネル数 利用効率

2 100.0%

3 40.9%

4 11.0%

合計 9 合計 39.8% (利用効率)

DECT方式＋TD-LTE方式 F9,Fa,Fb,F0 5

43

DECT単独利用 F7,F8 24

DECT方式＋PHS方式 F1,F5,F6 14

DECT方式＋TD-LTE方式 F9,Fa,Fb,F0 5

65

DECTチャネル番号 利用可能通信チャネル数

79

DECTチャネル番号 利用可能通信チャネル数

DECT単独利用 F7,F8,F1,F5,F6 60

DECT単独利用 F7,F8,F9,Fa,Fb 60

DECT方式＋PHS方式 F0,F1,F5,F6 19

DECTチャネル番号 利用可能通信チャネル数

a. PHS方式(CCH=ch12,18)と共存

チャネル数 利用効率

5 100.0%

3 40.9%

合計 8 合計 77.1% (利用効率)

b. TD-LTE方式(5MHz幅)と共存

チャネル数 利用効率

3 100.0%

5 11.0%

合計 8 合計 43.8% (利用効率)

c. PHS方式(CCH=ch35,37)及びTD-LTE方式(5MHz幅)と共存

チャネル数 利用効率

2 100.0%

1 40.9%

5 11.0%

合計 8 合計 35.4% (利用効率)

DECT方式＋TD-LTE方式 F9,Fa,Fb,F0,F2 6

34

DECT単独利用 F7,F8 24

DECT方式＋PHS方式 F1 4

DECT方式＋TD-LTE方式 F9,Fa,Fb,F0,F2 6

42

DECTチャネル番号 利用可能通信チャネル数

74

DECTチャネル番号 利用可能通信チャネル数

DECT単独利用 F7,F8,F1 36

DECT方式＋PHS方式 F0,F1,F2 14

DECTチャネル番号 利用可能通信チャネル数

DECT単独利用 F7,F8,F9,Fa,Fb 60

周波数配置毎のDECT方式の通信チャネル利用効率(続き)

◼新周波数配置案(ケース2) 8波 PHS制御CH検出機能無し

◼新周波数配置案(ケース3) 9波 PHS制御CH検出機能無し






